
（令和6年1月1日以降の譲渡）

様式１－１：耐震基準に適合する家屋を譲渡した場合

添付書類 コピー 取得先 確認内容

被相続人居住用家屋等確認申請書 不可 市HPなど 押印は不要です □

① 被相続人の住民票の除票 不可
市民課
窓口など

被相続人の死亡日(相続発生日)、死亡
時の居住地を確認します。

□

②

相続人の住民票
（相続人：家屋及び敷地を取得した
方全員）
※家屋及び敷地を譲渡した後の発行日
のもの

不可

相続人が
お住まい
の市役所
など

相続の直前から譲渡まで、相続人がそ
の家屋に居住していなかったことを確
認します。
被相続人死亡の直前（若しくは施設入
所の直前）から２回以上転居している
場合、戸籍の附票が必要です。

□

③ 土地等の売買契約書（写し） 可 ―
家屋、敷地等の譲渡について確認しま
す。

□

④

登記事項証明書
（土地・建物）
※売買による譲渡日がわかるもの
※家屋が未登記もしくは相続登記が未
了の場合や換価分割の場合、遺産分割
協議書等

不可 法務局

家屋、敷地等の取得をした相続人の数
を確認します。
また、家屋の建築日及び譲渡日（引き
渡しがあった日）を確認します。

□

（ⅰ）水道、電気・ガス等のいずれ
かの使用中止日を確認できる書類
※使用中止日が相続開始日以降である
こと

可

水道局、
電力会
社、ガス
会社

□

（ⅱ）仲介業者の広告
　※宅地建物取引業者によるものであ
ること。

可 仲介業者 □

（ⅲ）その他、上記以外の書類
　（例）「空家バンクへの登録が確認
できる書類」等

可 業者等 □

⑥
(ⅰ)
介護保険被保険者証の写しや障がい
福祉サービス受給者証の写し等

可
入所施設
等

要介護・要支援・障害支援区部員等の　　
認定を受けていたことを確認します。

□

⑥
(ⅱ)
施設入所時の契約書の写し 可

入所施設
等

名称､所在地､施設の種類を確認しま
す。

□

→Ｐ２へ
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被相続人居住用家屋等確認書交付のための提出書類

（ⅰ）～（ⅲ）のいずれか

被相続人が、老人ホーム等に入所していた場合、以下の⑥-(ⅰ)～⑥-(ⅲ)の全ての書類

⑤ 相続した時から譲渡の時まで、家屋や
敷地等を事業等に使用していなかった
ことを確認します。
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（ア）水道、電気・ガス等のいずれ
かの使用中止日を確認できる書類
※使用中止日が相続開始日以降である
こと

可

水道局、
電力会
社、ガス
会社

□

（イ）老人ホーム等が保有する外
泊・外出等の記録

可
入所施設
等

□

※

（住民票を施設に移していなかった
場合）
　施設退所時の施設利用料金明細、
領収書、通帳の写し等

可
入所施設
等

相続の開始直前まで施設に入所してい
たことを確認します。

□

家屋の耐震基準適合証明書、又は建
設住宅性能評価書の写し

可 関係機関 耐震性能を満たすことを確認します。 □

委任状
※代理の方が手続きする場合

不可 ― ※既定の様式はありません。 □

○注意事項

・相続人が複数の場合、申請書の作成は各人ごとになります。（同時申請の場合、共通す

　る必要書類については、申請人数分ではなく１通を添付してください。）

・確認書の受け取り時に交付手数料300円/1通が必要です。交付まで１０日程度要します。

・申請、交付とも窓口来所が原則になりますが、郵送による申請も可能です。郵送の場合は、

　交付手数料分300円/1通の定額小為替証書（郵便局で購入可）と切手を貼った返信用封筒

　を同封してください。

・身分証等の提示をお願いすることがあります。

・手続きの詳細は、下記までご確認ください。

2

（ア）又は（イ）のいずれか

その他添付書類

⑥
(ⅲ)

被相続人が老人ホーム入所後から相続
開始の直前までの期間に、家屋を事業
用等に使用していないことを確認しま
す。
※（ア）又は（イ）が用意できないときは
市までお問合せください。

【申請先】
　宮崎市役所　都市計画課　空家対策係
　　〒880－8505
　　宮崎市橘通西1丁目1番1号
　　宮崎市役所　第２庁舎　７階　
　　電話：0985-21-1811（直通）　FAX：0985-21-1816


